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１．はじめに 

「生命尊重」や「生態系保全」1) 2) 3)に関する環境教育（以降，自

然環境教育と書く）は，環境に対する感性を育み，環境の保全に貢

献する態度を養うための重要な教育分野であると考えられている
1)2)。小学校においては，幼稚園における環境教育の基礎となる地

域の自然や身近な生物との触れ合いの体験から，各教科等を中心

とした環境教育へと発展させることが求められている 1)。さらに，

中学校の環境に働きかける環境教育へと学びをつなげる役割を果

たすことも期待されている 2)3)。小学校における自然環境教育には

幼稚園と中学校を円滑に接続する重要な役割があると言える。 

環境教育全般に関する既往研究の知見からは，環境教育におい

ては自然環境教育よりもゴミやリサイクルの学習などが中心的で

あり，近年，動植物に親しむ活動や生命に関する学習が重要視さ

れなくなる傾向が見られること 6) 7)，また，小学校においては環境

教育を実施していると回答した教員は増加傾向にあるものの，ゴ

ミや資源についての学習が中心的であり，生物に関する学習は増

加しておらず，「環境教育」と言った場合に，教員がゴミや資源な

どについての学習をイメージしていることが指摘されてきた 8)。

生命尊重や生態系保全に関する学習が重要な役割を果たす学習で

ありながらも，十分に行われているとは言い難い状況にあるため，

生命尊重や生態系保全に関する自然環境教育の実施を促す必要が

あると言える。 

自然環境教育の実施状況を検討した既往研究においては，実施

状況の概要が教科単位で把握されており，教育内容の詳細が検討

されていないものがほとんどである 6) 9)。自然環境教育の実施状況

を単元単位でも捉え，学校周辺の環境要素との関係を検討した研

究においては，教科間の実施状況に差が見られなかった一方で，

同一教科内における単元ごとの実施状況に差があることが明らか

にされている 10)。学校間で比較をする際には，教科単位ではなく，

単元を単位として実施状況を捉えることで，自然環境教育の現状

を詳細に把握し，新たな知見が得られるものと考えられる。また，

自然環境教育がもつ総合性を理解するためには 11)，より多くの単

元が自然環境教育として実施されることが望ましいと考えられる。 

自然環境教育の指導体制については，教育効果の向上のための

指導計画の整備の必要性が指摘されている 12) 13)。また，これまで

は自然環境教育が授業担当の教員個人の裁量に任されていること

や 11)，指導可能な教員の少なさや引き継ぎの課題など 12)，ソフト

面の課題が指摘されているが，これらの課題への対応策としても，

指導計画の充実が必要であると言われている 14) 15）。具体的には，

教育目標を明確にしたうえで，全体計画や年間指導計画の作成を

通して，関連する単元の学習に自然環境教育の視点を位置づけ単

元の一覧を作成し，全校的に実施することが，自然環境教育の充

実につながると考えられている 11)。しかし，自然環境教育におけ

る指導体制の影響について検証された研究はない。 

そこで，小学校における自然環境教育の実施を促すために，自然

環境教育における指導体制と実施単元数との関係を明らかにする

ことを目的とした。 

２．研究の方法 

（１）用語の定義 

１）自然環境教育 

本研究では，「環境教育指導資料【幼稚園・小学校編】」に示され

ている環境教育のうち，「生命尊重」「生態系保全」に関わる環境教

育を自然環境教育と定義した。 

２）指導主体 

自然環境教育は教員各個人の裁量に任されているとの指摘があ

ることから 14)，学校としてどの組織単位を基本として自然環境教

育に取り組んでいるかを尋ねた。本研究では，基本としている組

織単位を指導主体と呼ぶ。 

３）指導体系 

自然環境教育の実践を促すために行っている学校内の取り組み

を，本研究では指導体系と呼ぶこととした。具体的には，計画の作
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成に関するものとして「全体計画の作成」，「年間指導計画の作成」，

計画を修正するものとして「年間指導計画の補充・修正」，計画を

振り返るものとして「年間指導計画に基づく指導の振り返り（以

降，指導の振り返りと略記する）」，実際の指導を記録に残すもの

として「指導の記録・継承」，指導の改善に関するものとして「指

導内容の改善を図る（以降，指導内容の改善と略記する）」，「指導

したことについて教職員間で共有する機会を設ける（以降，指導

事項の情報交換と略記する）」，「校内研修の実施」を挙げた。 

４）指導体制 

本研究では，上記の「指導主体」と「指導体系」を合わせて「指

導体制」と呼ぶ。 

５）全体計画 

各学校が定める自然環境教育の目標や方針，自然環境教育に関

する学校の課題，各学年で行う指導の重点などについて記載した

もの 2)。学校としての教育方針を明確にする目的で作成される。 

６）年間指導計画 

自然環境教育として行う学習について，計画的かつ組織的に指

導が行われることを目的として，学年ごとに作成される指導計画

のこと 1)。自然環境教育の場合，実施する教科等が特定されていな

いことから，毎年度実施する学習指導として，学年ごとに自然環

境教育として実施する学習の教科や単元，実施時期，学習内容，自

然環境教育としての目標などを明記するものである。 

７）単元 

小学校の各教科において，ある事柄について学習するために行

う学習活動（授業）のまとまりのことを単元と呼ぶ 16)。 

８）環境要素 

本研究では，学校の周辺環境を構成する自然環境の種類の数を，

湖沼・池，流れ，田，畑，草地，樹林帯，湿地，海岸，山，その他

を選択肢として数えたものを環境要素と呼ぶ 17)。 

（２）調査方法 

調査対象地は，学校周辺環境の環境要素が自然環境教育に影響

を及ぼすことが明らかにされていることから 6) 10)，自然度の高い

環境の地域の小学校として，兵庫県淡路市，洲本市，南あわじ市の

全44校，大阪府柏原市，河内長野市，富田林市，南河内郡太子町，

河南町，千早赤阪村の全46校を選出した。自然度の高い環境のな

い地域からはそれぞれ44校ずつ選出することとし，兵庫県神戸市

の長田区，垂水区，東灘区，中央区から44校，大阪市全域から44
校を無作為に選出した。2016年8月30日にアンケートを郵送し，

この日から2016年9月30日までの1か月間にアンケートを回収

した。178校のうち36校から有効回答を得た。回収率は20.2％で

あった。回収率は高くないが，自然度の高い地域の学校から20校，

そうでない地域の学校から 16 校と概ね同数のサンプルが得られ

ており，また，各学校の環境要素は0～9種類と多様で，事前に想

定したすべての種類の自然環境を含んでいたことから，サンプル

の代表性に問題はないと考え，分析を進めた。 

アンケート項目には，自然環境教育の実践が想定される単元と

して生活科，理科，家庭科は生物が関わる単元，社会科は森や地域

の環境といった生物環境を取り上げた単元を選出し，1年生から6
年生までの生活科，理科，社会科，家庭科の合計21単元（表－1）
を列挙し，全21単元の中で自然環境教育として指導を行っている

単元の実施の有無，自然環境教育の指導主体，指導体系，環境要素

について問う項目をそれぞれ設けた。指導主体については，自然

環境教育を実施する基本的な組織単位を把握するため，「全校で実

施する」「それ以外」のいずれかを選択する項目を設けた。指導体

系については，「全体計画の作成」，「年間指導計画の作成」，「年間

指導計画の補充・修正」，「指導の振り返り」，「指導の記録・継承」，

「指導内容の改善」，「指導事項の情報交換」，「校内研修の実施」の 

それぞれについて，取り組みの有無を尋ねた。環境要素は，湖沼・ 

表－1 列挙した単元一覧 

 

池，流れ，田，畑，草地，樹林帯，湿地，山，海岸，その他を選択

肢として挙げた。なお，総合的な学習の時間については，各教科で

の学習を再構成するという総合的な学習の時間の趣旨をふまえ，

本研究ではその基盤となる各教科における自然環境教育の知見を

得ることとした。2008年に改訂された学習指導要領では，総合的

な学習の時間の趣旨は，各教科で身につけたことを基盤として，

これらを再構成し，活用する学習であることが示されている 18)。

したがって，各教科での学習が自然環境教育の基盤となる学習と

して重要なものであると考え，各教科における自然環境教育に着

目することとした。単元を単位とした調査を行うという本研究の

性格上，総合的な学習の時間は単元を単位として実施状況を比較，

分析することができないため，本研究においては研究対象にしな

いこととした。また，各教科のうち算数科は該当する単元がない

こと，国語科，音楽科，図画工作科，体育科については，小学校学

教科 授業の単元 学習内容 

生活 季節と生物 季節ごとの探検や生き物探し

を通して，四季の変化や生活

の様子の変化に気づく 

生活 草花遊び 草花遊びをし，身近な自然の

面白さや不思議さを感じる 

生活 秋の落ち葉 落ち葉や木の実を用いた遊び

をする 

生活 作品作り 拾ってきた自然物で何かを作

る 

生活 通学路の春 通学路を探検し，通学路の生

物や人々や暮らしに気づく 

生活 自然物遊び 自然物を材料として遊ぶ 

生活 生物探し 生き物探しをし，生き物のす

みかがあることに気づく 

生活 生物の飼育 採取した生物を飼育し，生息

場所の特徴，成長の様子に気

づく 

理科 身の周りの生物 生物が周辺の環境と関わって

生きている 

社会 町の様子 校区の特徴や土地利用の様子 

理科 ヤゴ探し 虫の育ち方や体のつくりを複

数種の昆虫を比較し学習する 

理科 季節の動物 動物の活動が季節により違う

ことを気温との関係で捉える 

理科 季節の植物 植物の成長が季節により違う

ことを気温との関係で捉える 

社会 特色ある地域 自然環境や地域資源を守りな

がらまちづくりをしている 

理科 プランクトン 水中の小さな生物を観察しそ

れらを魚が食べていることを

知る 

社会 地形と人々の暮ら

し 

国土の環境が生活や産業と結

びついている 

社会 森林の働き 環境が生活や産業と関係する 

理科 植物のつくり 植物が自ら体内でデンプンを

作っている 

理科 生物同士のつなが

り 

生物には食うー食われるの関

係がある 

家庭 グリーンカーテン 季節に合わせた過ごし方を生

活と関連させて考える 

理科 環境を守る 生物が周囲の環境と関わりあ

って生きている 
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習指導要領では自然環境教育として扱う授業の単元を明確に定め

ていないことに加え，教科書に関連する題材が記載されていた場

合でも，教科書会社によって取り扱う教材や題材が異なっている

ことから，使用教科書の違いによって回答に差異が生じることを

避けるため，単元としては列挙しないこととした。アンケートの

回答については，各学年の実践に関わる部分は各学年の担任教員

または教科担当の教員に，指導体制に関する部分は学校全体と取

りまとめる立場にある教職員（管理職や教務主任など）に依頼し

た。 

（３）分析の方法 

はじめに，小学校が自然環境教育を実施するにあたって 主体

となって取り組んでいる組織単位を把握するため，自然環境教育

の指導主体について「全校で取り組む」「それ以外」のいずれかか

ら選択式で回答を得，それぞれについて回答した学校数とその割

合を求めた。なお，理科以外の教科の単元は生活科のように遊び

が主体とした活動，社会科のように座学が想定される学習などは

活用場所に大きな違いが想定されにくいのに対し，理科の単元は

指導計画や環境要素によって活用場所や展開などが大きく変わる

と考えられ，教科の特性が異なると考えられることから，理科と

それ以外の教科に分けて分析した。そのうえで，指導主体ごとに

理科の単元と理科以外の教科の単元の平均実施単元数をそれぞれ

求め，理科の単元について「全校で取り組む」学校群と「それ以外」

の学校群で，有意水準 5％で t 検定により 2 群間の実施単元数の

平均値の差の検定を行った。同様に理科以外の単元について「全

校で取り組む」学校群と「それ以外」の学校群で，有意水準5％で

t検定により2群間の実施単元数の平均値の差の検定を行った。検

定には IBM社のSPSS（Ver.25）を用いた。次に，指導体系を把

握するため，指導計画に関わるものとして「全体計画の作成」，「年

間指導計画の作成」，「年間指導計画の補充・修正」，「指導の振り返

り」の4つの取り組みと，指導改善に関わるものとして，「指導の

記録・継承」，「指導事項の情報交換」，「指導内容の改善」，「校内研

修の実施」の 4 つの，合計 8 つの取り組みのそれぞれについて取

り組みの有無を尋ね，取り組んでいる学校数とその割合を求め，

Fisherの直接確率検定にて比率の差の検定を行った。検定は IBM
社のSPSS（Ver.25）を用いた。 

最後に，指導主体，指導体系と，既往研究で指摘されている環境

要素，実施単元数の関係を見るため，共分散構造分析を行った。既

往研究において，自然環境教育の導入・普及のための取り組みに

はいくつかの段階が存在することが報告されている。具体的には，

市町村レベルで包括的な推進を行う段階（レベル1），学校全体の

レベルで，学校経営計画や全体計画などの教育計画を通して教育 

目標に位置づける段階（レベル2），教育課程のレベルで既存の単

元を組み込んだり，新たに開発したりする段階（レベル3），特定

の教科等（レベル4）や単元（レベル5）で実践する段階に分かれ，

上位の段階になるほど実践が広がりやすく，いずれにおいても学 

校としての全体性を持たせることが重要ということが報告されて

いる 8）。また，環境要素が自然環境教育の学習に影響を及ぼしてい

ることが明らかにされている 10) 17)。このことから，学校全体とし

ての方針があることで自然環境教育の実践に全体性が生まれ，指

導計画や指導改善といった学校の実施体制の充実につながり，自

然環境教育としての「実施単元数」が増加すると考え，検討した。

そこで，共分散構造分析のモデル設定では，「指導主体」，「指導計

画」，「指導改善」，「実施単元数」の関係について次のような仮説を

立てた。一つ目に自然環境教育を「全校で実施」している学校では，

目的意識をもって自然環境教育を実施されようになり，全体計画

や年間指導計画といった「指導計画」を整備すると考えた。全校的

に自然環境教育に取り組むようになった結果，自然環境教育とし

て実施する単元が増え，「実施単元数」が増加すると考えた。二つ

目に，「全校で実施」することにより，自然環境教育を充実させよ

うと「指導の記録継承」，「指導事項の情報交換」，「指導内容の改

善」，「校内研修の実施」といった「指導改善」に取り組むようにな

り，自然環境教育として実施する単元が増えた結果として「実施

単元数」が増えると考えた。三つ目に，「指導主体」は「指導計画」

や「指導改善」を介さずに「実施単元数」に直接的に影響を与えて

いると考えた。加えて，「環境要素」は直接的に「実施単元数」に

影響を与えると考えた。そこで，「指導主体」は「指導計画」と「指

導改善」に影響を及ぼし，「指導主体」，「指導計画」，「指導改善」，

「環境要素」はそれぞれ「実施単元数」に影響を及ぼしていると仮

定して，モデルを作成した。 

観測変数のうち指導計画に関わる「全体計画の作成」，「年間指

導計画の作成」，「年間指導計画の補充・修正」，「指導の振り返り」 

の 4 つを「指導計画」として潜在変数に設定した。指導改善に関

わる「指導の記録・継承」，「指導事項の情報交換」，「指導内容の改

善」，「校内研修」の 4 つを「指導改善」として潜在変数に設定し

た。 

そして，モデルの適合度が不良である場合，パスを追加・削除し

てモデルを改良し，適合度のより良いモデルを採用した。モデル

の適合度はCFI（Comparative Fit Index）， RSMEA（Root Mean 
Square Error of Approximation）を採用した。一般的に，CFI=0.90
以上，RMSEA=0.05以下であればモデルの適合が良いとされる19) 

20)。データの分析には IBM社のAMOS（Ver.25）を使用した。有

意水準は5％に設定した。 

 

３．結果 

（１）指導主体の現状と実施単元数との関係 

有効な回答を得た36校について，指導主体ごとに授業の平均実 

施単元数を比較したものを図－1 に示す。「全校で実施する学校」

は9校で，「全校ではない」学校は27校であった。実施単元数は，

「全校で実施する学校」群では平均で 19.2 単元だったのに対し，

「それ以外の学校」では17.0単元と，全校で実施している学校の

方が平均実施単元数が有意に多かった（p=0.02）。理科と理科以外

の教科に分けたところ，理科では指導主体が「全校で実施する学

校」では7.4 単元，「それ以外の学校」では6.8単元と，「全校で

実施する学校」で実施単元数が有意に多かった(p=0.04)。理科以外

の教科でも「全校で実施する学校」では11.8単元，「それ以外の学

校」では10.3単元と，「全校で実施する学校」のほうが実施単元数

が有意に多かった（p=0.04）。 

（２）指導体系の現状 

指導計画についての結果は，全体計画を作成している学校，年間

指導計画を作成している学校はそれぞれ36校中22校（61.1％）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1 指導主体別に見た自然環境教育に関する学校あたりの実

施単元数（平均値±SD，n=36） 
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図－2 指導体系（指導計画）の実施学校数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3 指導体系（指導改善）の実施学校数 

 

で，「年間指導計画の補充・修正」は20校（55.6%）で，概ね約6
割の学校が指導のための計画を作成していた（図－2）。 

指導改善については，「指導の記録・継承」が最も多く，31 校

（86.1%）の学校が実施していた。「指導事項の情報交換」は24校

（66.67%），「指導内容の改善を図る」も24校（66.67%）であっ

たが，校内研修は 9 校（25%）のみが実施していた（図－3）。指

導体系の各取り組みについて，指導主体が「全校で実施する学校」

群と「それ以外の学校」群との間で指導体系の実施割合を比較し

た結果，「年間指導計画の作成」は，指導主体が「全校で実施する

学校」群ではすべての学校が実施している一方で，「それ以外の学 
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図－4 指導主体・指導体系が理科の実施単元数に及ぼす影響 
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図－5 指導主体・指導体系が理科以外の教科の実施単元数に及ぼ

す影響 

 

 

 

校」群では55.6%と，「全校で実施する学校」群のほうが実施割合

が有意に高かった（p=0.02）。それ以外の指導体系については有意

差は認められなかったが，「指導計画」と「指導改善」はともに概

ね「全校で実施する学校」群のほうが「それ以外の学校」群よりも

指導体系を実施している割合が高くなる傾向が見られた（図－2，
図－3）。 

（３）指導主体及び指導体系が実施単元数に及ぼす影響の検討 

パス図には当初，「指導計画」の中に「指導の振り返り」も含め

ていたが，「指導の振り返り」を含むパス図では適合度が低かった

ため，これをパス図から除外して共分散構造分析を行ったところ，

より良い適合度のモデルが得られた（図－4，図－5）。モデルの適

合度は，理科はCFI=0.716，RMSEA=0.071で，理科以外の教科

はCFI=0.876，RMSEA=0.041で，いずれのモデルについても適

合度は高くなかったが，これは以下に述べるように自然環境教育

の実施状況と指導体制の関係が弱いことを反映した結果であり，

これ以上の適合度を得ることは不可能であったため，本研究では
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これらのモデルの結果に基づいて考察を行った。 

共分散構造分析の結果，「全校で実施する」から「実施単元数（理

科）」へのパスの標準化係数は0.36で，「実施単元数（理科）」には

指導主体である「全校で実施する」が正の有意な影響を与えてい

た（p=0.04）。また，「全校で実施する」から「指導計画」へのパス

の標準化係数は 0.42 で，正の有意な影響を与えていた（p=0.04，
図－4）。しかし，「全校で実施する」は「指導改善」には有意な影

響を与えていなかった。また，「指導計画」，「指導改善」は「実施

単元数（理科）」には有意な影響を与えていなかった（図－4）。 

「全校で実施する」から「実施単元数（理科以外）」へのパスの

標準化係数は0.52で，「実施単元数（理科以外）」には，指導主体

である「全校で実施する」が正の有意な影響を与えていた（p=0.01，
図－5）。また，「全校で実施する」から「指導計画」へのパスの標

準化係数は 0.46 であり，正の有意な影響を与えていた（p=0.04，
図－5）。しかし，「指導計画」，「指導改善」は「理科以外の教科の

実施単元数」には有意な影響を与えていなかった（図－5）。 

理科では，「環境要素」から「実施単元数（理科）」へのパスの標

準化係数が0.32と，平均実施単元数に正の有意な影響を与えてい

た（p=0.03，図－4）。しかし，理科以外の教科では，環境要素は

実施単元数には有意な影響を与えていなかった（図－5）。 

 

４．考察 

（１）指導計画の充実につながる要因 

これまでも既往研究において指導計画を充実させることが課題

として挙げられており 15)，目標を設定している学校は概ね50％ほ

どであることが報告されているが 8），本研究においても「指導計

画」は概ね 60%であることが明らかとなり，指導計画がないまま

自然環境教育を実施している学校がある実態が明らかとなった。 

一方，指導主体が「全校で実施する」学校群では，自然環境教育の

充実のための指導計画をより多く実施することが明らかになった

ことから（図－2，図－4，図－5），自然環境教育を全校で実施す

ることが，指導計画を充実させることにつながると期待される。 

（２）指導計画の整備に関する課題 

指導主体が全校であることは指導計画の充実にはつながってい

ても,「指導計画」の充実は実施単元数に有意な正の影響を与えて

いなかった（図－1，図－4，図－5）。これまでは教員個人の裁量

に任されている現状 14)や教員の時間や知識の不足などの課題の解

消のための方法の一つとして指導計画の充実が期待されてきたが
15)，この結果は，指導計画があるだけでは，担当となった教員が該

当の単元の指導を自然環境教育として実践するとは限らないこと

を示していると考えられる。 

全体計画や年間指導計画は，各教科における指導の自然環境教

育としての目標の設定や，体系的な指導を行うことを目的として

作成されるものであるが 1) 2)，計画の内容に具体性がないことや，

学年間・教科間の関連が体系的に整理されていないことなどが課

題として指摘されている 21)。このような課題があるために，指導

計画が機能を果たさないことがあると考えられる。また，現在の

小学校の校内体制が影響していることも一因にあると思われる。

小学校では，学級担任が基本的には全ての教科の指導を担当して

いる。したがって，年度が変われば指導者が変わり，具体的な指導

内容，指導方法などが引き継がれづらいと考えられる。そのため，

指導計画を作成していても活用しづらい状況にあることが要因と

して考えられる。自然環境教育の目標や指導計画を作成する目的

意識を共有することが，指導計画の作成とあわせて必要であるこ

とが考えられる。 

（３）指導改善について 

既往研究では自然環境教育を推進する方策として校内研修を実

施している学校は少ないことが報告されているが 8)，校内研修を

含む「指導改善」が実施単元数に及ぼす影響はこれまで明らかに

されていなかった。本研究でも校内研修を実施している学校は少

ないことが確認された（図－3）。 

「全校で実施する」が「指導改善」には有意な影響を与えていな

かったが（図－4），これは「指導改善」が指導主体とは関係なく各

学校で行われているものであると考えられる。 

本研究では「指導改善」については実施単元数には有意な影響を

与えていなかったことから（図－4，図－5），指導改善は自然環境

教育の実施単元数とは関係がないと考えられる。レベル2（学校全

体で教育計画に組み込むレベル），レベル3（教育課程を編成する

レベル）の段階のような全校的な取り組みにつながる指導体系の

ほうが，レベル4（特定の教科等で実践するレベル），レベル5（特

定の単元や特定の時間で実践するレベル）のように特定の教科等

や単元，教員個人でできる取り組みに絞った指導体系よりも普及

しやすいことが報告されているが 11），「指導計画」はより全校的な

取り組みに直接働きかけるものである一方で，「指導改善」は「指

導した内容について記録・継承することや指導したことの「指導

事項の情報交換」，「校内研修」といったように，教員個人に働きか

ける部分が大きく，レベル4やレベル5の段階 11）に相当する実践

につながるものである。本研究では指導体制としての「指導改善」

を尋ねたため，学校としての実施単元数の増加効果は見られなか

ったと考えられる。 

（４）実施単元数の増加につながる要因 

指導主体が「全校で実施する」という学校は多くないものの，全

校で実施することを基本としている学校では自然環境教育として

の実施単元数が多いことから（図－1，図－4，図－5），指導主体

が「全校で実施する」学校群のほうが，「それ以外」の学校群より

も，理科のみならず理科以外の教科の学習でも自然環境教育を幅

広く実施しやすくなり，実施単元数の増加につながることが示唆

される（図－1，図－4，図－5）。また，現状では指導計画を作成

することを通じてよりも，学校全体で自然環境教育を実践するよ

うに直接担当教員に働きかけるほうが，自然環境教育の平均実施

単元数を増やすには効果があるものと考えられる。これは，自然

環境教育を全校で実施するという方針があることによって，自然

環境教育としての指導が行われやすくなっていることが背景にあ

ると考えられる。これまでは授業担当の教員個人の裁量に任され

ていることや 16)，担当教員の得意分野に偏りがちであることが指

摘されてきた 15)が，全校で自然環境教育を実施するようにするこ

とで実施単元数を増加させることができ，これまで指摘されてき

た課題を解消することにつながると考えられる。 

（５）環境要素の影響 

一方，既往研究 6）10 ) 17）にて指摘されている環境的要素（環境要

素）の自然環境教育への影響について，環境要素は，学校の周辺環

境が学習内容に影響されやすいと考えられる理科では平均実施単

元数に有意な影響を与えており（図－4），本研究においても環境

要素が自然環境教育に影響を与えることが確認された。標準化係

数が指導主体による影響と同程度であることから（図－4），指導

主体が環境要素と同程度の影響を与えていると考えられる。しか

し，理科以外の教科では環境要素の影響は確認されなかったこと

から（図－5），遊びが主体となった生活科や，自然の生物の活用が

想定されない社会科，家庭科では環境要素が実施単元数に影響を

与えているとはいえない。 

 

５．おわりに 

全校を基本単位として取り組んでいる学校群の授業の実施単元

数は 21 単元中 19.2 単元と多いことから，全校を指導主体として

実施することが，自然環境教育の実践のためには第一に必要であ

るといえる。しかし，全校として取り組む体制を作る必要性は述
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べられているが 1)，実際には全校で実施している学校は36校中9
校と少ないことから，現在の小学校の指導体制には課題があると

いえる。指導計画がある学校は存在しながらも，自然環境教育を

全校で実施する学校が少ない背景には，自然環境教育が全校とし

て取り組むべき課題として十分に認識されていない可能性がある。 

一方で，全校を指導主体として取り組んでいる学校群ではより

多くの指導体系を実施する傾向が見られたものの，指導計画や指

導改善についての取り組みをより多く実践していることそのもの

は実施単元数に影響を与えているとはいえない結果が見られたこ

とには留意する必要がある。指導計画が整備されているから自然

環境教育が実践されやすくなっているのではなく，「全校で実施」

するという全校の方針が定まっていることで実践されやすくなっ

ていることが想定される。これらのことから，現状では全体計画

など指導計画が学校の自然環境教育の方針を定めるものとして十

分に機能しておらず，指導計画が十分に活用できていないことが

考えられる。指導計画を整備している学校であっても，作成され

た指導計画を見られることがない，形式的に作成されているなど，

作成した指導計画が十分に機能しているとは言いづらい状況があ

ると考えられる。指導計画は，課題や身につけさせたい能力や態

度など目標や内容を明確に示したうえで，教員が共有し，共通認

識の下で指導を行うために作成されるものである 2)。指導計画は

学校としての目標を定め，指導を方向づけるものであり，教員が

共通認識をもって体系的な指導を行う上で重要なものである。し

かし，これらの結果から，教員の間で共通認識をもつといった指

導計画の本来の機能が果たされていないと考えられる。「全校で実

施」する学校も少なく，校内研修を実施している学校も少ないこ

とから，教員間で意思の統一が図られないまま指導計画だけが作

成されている，あるいは指導計画そのものが重要視されていない

状況が考えられる。これについては，通例として教員は数年で異

動するため 22），仮に指導計画を作成した段階では共通認識がもた

れていたとしても，教員の異動に伴い共通認識が次第に持ちにく

くなることが一因として想定される 23)。既往研究において体系的

な指導を行うために指導計画を作成する必要性が指摘されている

が 11)12)，現状では体系的な指導を行う手段として指導計画が活用

されているとは考えにくい。体系的な指導を行うため，学習の関

連を意識した「ESDカレンダー」と称する指導計画の作成が提唱

されているが 24)，指導計画を作成する際にも，校内研修を活用し，

各単元・教科間の学習の関連を意識した指導計画の作成を行うな

どの方法が考えられる。学校全体で教員が共通認識を持ち，指導

計画を活用しながら自然環境教育としての実践を重ねていくこと

ができるようにすることが重要である。その際，指導計画を作成

するだけで終わることのないように，指導計画の内容を検討し，

更新するということも必要である。 

しかし，教員が多忙で環境教育にまで手が回らないことが課題

として挙げられており 25)，学級担任が全ての教科を担当している

小学校独特の校内体制に加えて，指導計画や指導改善についての

取り組みを形式的に増やすことが教員の負担になっている可能性

も考えられる。指導体系を整えるために必要な時間も考慮に入れ

ながら，教員が変わっても学校として自然環境教育を実践してい

くことができるよう，指導体制の内容を改善していく必要がある

と考えられる。 

また，学校内で自然環境教育を実施していくためにも，指導計画

を充実させていくためにも，校長をはじめとして自然環境教育の

実施に関して中心的な役割を担う教職員がリーダーシップを発揮

し，自然環境教育の方針を明らかにしていくことが，学校全体と

しての実践につなげていく上で重要である。 
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